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株　主　各　位

第62回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

１．連結計算書類の注記表（連結注記表）

２．計算書類の注記表（個別注記表）

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、イン

ターネット上の当社ホームページ（http://www.aplusfinancial.co.jp/）に

掲載することにより開示しております。

表紙
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連　結　注　記　表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

1.　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数………………５社

(2) 主要な連結子会社の名称……株式会社アプラス

株式会社アプラスパーソナルローン

全日信販株式会社

アルファ債権回収株式会社

(3) 当連結会計年度中の減少……１社

子会社の合併に伴うもの

(4) 非連結子会社はありません。

2.　持分法の適用に関する事項

　当連結会計年度末において持分法を適用している会社はありません。

3.　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

ア．時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しており

ます。

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております。

イ．時価のないもの……移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　主として、定率法を採用しております。

　ただし、東京研修会館の建物および構築物、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）ならびに平成28年４月１日以降に取得した建物附属

設備および構築物については、定額法を採用しております。

②　無形固定資産

　自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内容を検討し、必要額を計上して

おります。

　なお、破綻先および実質破綻先に対する債権については、債権額から回収が

可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減

額しており、その金額は72,248百万円であります。

②　賞与引当金

　従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

③　利息返還損失引当金

　将来の利息返還の請求に伴う損失に備えるため、過去の返還実績等を勘案し

た必要額を計上しております。
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(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①　収益の計上基準

　営業収益の計上は、期日到来基準とし、次の方法によっております。

ア．アドオン方式契約

包括信用購入あっせん……７・８分法により計上する方法

個別信用購入あっせん……７・８分法により計上する方法

信　　用　　保　　証……７・８分法により計上する方法

(保証料契約時一括受領)

信　　用　　保　　証……定額法により計上する方法

(保証料分割受領)

イ．残債方式契約

包括信用購入あっせん……残債方式により計上する方法

個別信用購入あっせん……残債方式により計上する方法

信　　用　　保　　証……残債方式により計上する方法

(保証料分割受領)

融　　　　　　　　資……残債方式により計上する方法

(注) 計上方法の内容は次のとおりであります。

1.　上記営業収益の計上方法は、代行手数料収入、利用者手数料収入、貸付利

息収入、保証料収入、売上割戻しを対象としております。

2.　７・８分法とは、手数料総額を分割回数の積数で按分し、各返済期日の到

来のつど積数按分額を収益計上する方法であります。

3.　残債方式とは、元本残高に対して一定率の料率で手数料を算出し、各返済

期日のつど算出額を収益計上する方法であります。

②　繰延資産の処理方法

社債発行費

　社債の償還期間（３～５年）で均等償却を行っております。

③　退職給付に係る会計処理の方法

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る資産または退職

給付に係る負債として計上しております。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５～12年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５～12年）による定額法により費用処理しております。

④　消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

　また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、「投資その他の資産」の「そ

の他」に計上し、５年間で均等償却を行っております。

⑤　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
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連結注記表



2017/06/02 14:59:17 / 16266343_株式会社アプラスフィナンシャル_招集通知

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

26号　平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適

用）

　法人税法改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会

計年度から適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

（連結貸借対照表に関する注記）

1.　担保資産および担保付債務

担保に供している資産

現 金 及 び 預 金 60百万円

割 賦 売 掛 金 31,922

担 保 付 債 務

固定負債（その他） 31,922百万円

2.　金銭の信託は、主として信用保証業務の一環として設定しているものであります。

3.　有形固定資産の減価償却累計額 8,323百万円

4.　偶発債務

保証債務残高のうち債権、債務とみなされない残高 9,860百万円

従業員借入金保証残高 21

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1.　当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普 通 株 式 1,524,211,152株

第一回Ｂ種優先株式 2,500,000

Ｄ 種 優 先 株 式 8,500,000

Ｇ 種 優 先 株 式 3,000,000

Ｈ 種 優 先 株 式 32,250,000

2.　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　該当事項はありません。

3.　当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　該当事項はありません。

（ 3 ）
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（金融商品に関する注記）

1.　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、ショッピングクレジット事業、カード事業、ローン事業などの

消費者向けファイナンス事業を行っております。これらの事業を行うため、金融市

場の状況や、調達と運用のバランス管理（ＡＬＭ）などの観点から、銀行借入によ

る間接金融のほか、社債や短期社債の発行や債権流動化などの直接金融を活用し、

資金調達の多様化に取り組んでおります。当社グループが保有する金融資産は金利

変動を伴わないものが大半となっておりますが、金融負債は金利変動を伴うものが

多く含まれているため、ＡＬＭによるポートフォリオマネジメントを実施しており

ます。

　また、余資運用については、安全性・流動性を最優先に取り組んでおり、現先に

よる短期運用を行っております。

　当社グループは、クレジットポリシーおよび信用リスク管理にかかる諸規程を整

備し、これらに基づいて、個別契約に対する初期与信審査、途上与信審査、信用情

報管理、内部格付、延滞債権・問題債権への対応や、加盟店に対する初期・途上管

理への対応などの総合的な与信管理に関する体制を構築し、運営しております。

　当社グループでは、金融資産および金融負債について、金利の合理的な変動幅を

用いた時価に与える影響額を、金利の変動リスクの管理に当たっての定量的分析に

利用しております。金利以外のすべてのリスク変数が一定であることを仮定し、平

成29年３月31日現在、指標となる金利が10ベーシス・ポイント（0.1％）上昇したも

のと想定した場合には、資産の時価が2,759百万円、負債の時価が150百万円減少し、

10ベーシス・ポイント（0.1％）下落したものと想定した場合には、資産の時価が

2,606百万円、負債の時価が151百万円増加するものと把握しております。

（ 4 ）
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2.　金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは、次表には含めておりません（（注２）に記載のとおりであります。）。

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

百万円 百万円 百万円

(1) 現金及び預金 118,543 118,543 ―

(2) 割賦売掛金 548,978

貸倒引当金　　(＊1) △19,727

割賦利益繰延　(＊2) △14,205

515,046 564,465 49,419

(3) 金銭の信託 121,094 126,616 5,522

(4) 投資有価証券

その他有価証券 10 10 ―

資産計 754,694 809,635 54,941

(1) 支払手形及び買掛金 14,898 14,898 ―

(2) １年以内償還予定の社債および
社債

30,000 30,072 72

(3) 短期社債 145,000 145,000 ―

(4) 短期借入金 141,100 141,100 ―

(5) １年以内返済予定の長期借入金
および長期借入金

113,163 112,573 △589

(6) 預り金および債権流動化預り金 188,926 188,926 ―

負債計 633,087 632,570 △517

(*1)　割賦売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

(*2)　割賦売掛金に対応する割賦利益繰延のうち、利用者手数料を控除しております。

(*3)　上記の他、信用保証割賦売掛金を含む債務保証があり、時価は2,054百万円であ

ります。

また、前受保証料21,707百万円を割賦利益繰延として計上しております。

(注1)　金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金

　預金は、すべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(2) 割賦売掛金

　割賦売掛金に係る利率は変動する要素が限定的であり、種類および期間に基

づく区分ごとに、元利金の合計額から割賦売掛金の管理回収にかかるコストを

控除した金額を現在価値に割り引き、当該金額から現在の貸倒見積高を控除し

て時価を算定しております。なお、時価の算定において、利息返還損失引当金

については考慮しておりません。

（ 5 ）
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(3) 金銭の信託

　主として信用保証業務の一環として設定しているものであり、見積将来キャ

ッシュ・フローの現在価値によっております。

(4) 投資有価証券

　株式は、取引所の価格によっております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

(2) １年以内償還予定の社債および社債

　市場価格によっております。

(3) 短期社債

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

(4) 短期借入金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

(5) １年以内返済予定の長期借入金および長期借入金

　元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値によっております。

(6) 預り金および債権流動化預り金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

債務保証

　見積将来キャッシュ・フローの金額を現在価値に割り引き、当該金額から現在

の貸倒見積高を控除して時価を算定しております。

(注2)　非上場株式（連結貸借対照表計上額166百万円）は、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、「(4) 投資有価証券」には含めてお

りません。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 2円66銭

１株当たり当期純利益 4円71銭

（ 6 ）
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.　資産の評価基準及び評価方法

有価証券

子会社株式……………移動平均法による原価法を採用しております。

2.　引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内容を検討し、必要額を計上してお

ります。

　なお、破綻先および実質破綻先に対する債権については、債権額から回収が可

能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し

ており、その金額は305百万円であります。

3.　収益の計上基準

　信用保証収益および融資収益は、期日到来基準とし、元本残高に対して一定率の

料率で保証料または貸付利息を算出し、各返済期日のつど算出額を収益計上してお

ります。

4.　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 繰延資産の処理方法

社債発行費

　社債の償還期間（３～５年）で均等償却を行っております。

(2) 消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

　また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、「投資その他の資産」の「その

他」に計上し、５年間で均等償却を行っております。

（貸借対照表に関する注記）

1.　偶発債務

重畳的債務引受による債務 114,305百万円

2.　関係会社に対する金銭債権・債務

金 銭 債 権 46,307百万円

金 銭 債 務 3,943

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営 業 取 引 高

営 業 収 益 4,432百万円

営 業 費 用 2

　上記の他、「関連当事者との取引に関する注記」に記載の取引があります。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の数

普 通 株 式 4,923株

（ 7 ）
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

貸倒引当金および貸倒損失 156百万円
繰越欠損金 384
その他 12
小　計 552
評価性引当額 △539
合　計 13
繰延税金負債との相殺 △13
繰延税金資産の純額 －

（繰延税金負債）
未収事業税 13百万円
合　計 13
繰延税金資産との相殺 △13
繰延税金負債の純額 －

(注)　分社型吸収分割方式による会社分割に係る一時差異のうち、解消時期が見積もれ
ないものについては、繰延税金資産を計上しておりません。

（関連当事者との取引に関する注記）
1.　親会社および法人主要株主等

属性
会社等の
名　　称

議 決 権 等 の
被 所 有 割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

百万円 百万円

親会社 ㈱新生銀行
直接  2.9％
間接 92.0％

預金の預入 自己株式の取得 10,089 ─ ─

取引条件および取引条件の決定方針等
取得価格は定款の定めによっております。

2.　子会社および関連会社等

属性
会社等の
名　　称

議 決 権 等 の
所 有 割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

百万円 百万円

子会社

㈱アプラス 直接 100.0％
資金の貸付
役員の兼任
業務委託

資金の貸付 240,700 未収入金 1,790

資金の回収 240,700 未払金 3,512

㈱アプラス
パーソナル
ローン

直接 100.0％
資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 306,280 関係会社
短期貸付金

22,200
資金の回収 311,180

取引条件および取引条件の決定方針等
(1) 未収入金は、集金業務委託等にかかるものであり、未払金は、金融機関への

支払業務委託等にかかるものであります。
(2) 資金の貸付については、市場金利を勘案して交渉の上、決定しております。

なお、担保の提供は受けておりません。

3.　兄弟会社等
　該当事項はありません。

4.　役員および個人主要株主等
　該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 △6円94銭
１株当たり当期純利益 3円40銭

（ 8 ）

個別注記表




